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税目別索引
法　人　税

令和３年度税制改正のポイント②　法人課税
関係（研究開発税制） �  3636

中小 M&A 準備金　所得拡大・投資減税の
併用も容易に �  3636

タックスフントウ（奮闘）�　クラウドファ
ンディングの取扱い　⇒法人税，消費税 �  3636

中古資産の耐用年数と資本的支出① �  3636
ローカル５Ｇの認定導入事業者 �  3636
令和３年度税制改正のポイント③　法人課税

関係（既存制度） �  3637
稼働休止資産の維持補修 �  3637

「法人税基本通達等の一部改正について（法
令解釈通達）」の解説〈上〉（令和元年６月
28日付課法２－10ほか２課共同） �  3638

中古資産の耐用年数と資本的支出② �  3638
雇用調整助成金　特例措置では支給確定ベー

スで益金算入 �  3639
セーフティ共済　掛金の引落し日が休業日で

問題が �  3639
「法人税基本通達等の一部改正について（法

令解釈通達）」の解説〈下〉（令和元年６月
28日付課法２－10ほか２課共同） �  3639

コロナ禍に伴う子会社再建と寄附金 �  3639
助成金等の収益計上時期を国税庁に確認 �  3640
速報　令和３年度税制改正　企業のための法

人課税関係等の概要〈上〉 �  3640
速報　令和３年度税制改正　企業のための法

人課税関係等の概要〈中〉 �  3641
改正産業競争力強化法等法案が国会提出 �  3642
インボイス導入に係る法人税の改正個別通達

を公表 �  3642
コロナ患者受入医療機関への補助金，締切迫

る �  3642
株式評価損の過年度否認金　変更後の基準で

損金算入も �  3642
速報　令和３年度税制改正　企業のための法

人課税関係等の概要〈下〉 �  3642
民間実質無利子・無担保融資制度の税務処理

を確認 �  3643
２月決算法人のセーフティ共済掛金の取扱い

を確認 �  3643

電子申告義務化　一部を書面提出でペナル
ティは？ �  3643

令和３年３月決算向け特別企画　税制改正項
目のポイント総チェック①　法人税率等，
欠損金の繰越控除・繰戻還付，申告期限の
延長 �  3643

令和２年度税制改正を踏まえた決算・税務申
告実務〈上〉 �  3643

電子申告義務化と再送信・追加送信 �  3643
国税庁　コロナ FAQ で助成金の収益計上時

期示す �  3644
自社株式等を対象とした M&A 税制を創設 �  3644
法人設立ワンストップサービス　利用可能手

続きが拡充 �  3644
Ｒ２改正の株式報酬関連の改正に係る政省令

が公布 �  3644
欠損金の繰戻還付，地方法人税の税率は4.4

％で �  3644
国税庁　法人税個別通達の趣旨説明と Q&A

を公表 �  3644
電子申告における追加送信の実務上の留意点 

�  3644
欠損金繰戻し還付と前期所得誤り �  3644
東京都　時短協力金の収益計上は交付決定通

知時 �  3645
令和２年度税制改正を踏まえた決算・税務申

告実務〈下〉 �  3645
〈令和２年度税制改正シリーズ〉連結納税制

度の見直しに関する法人税法等のポイント 
�  3645

当初申告要件と控除額の制限 �  3645
熊本局　業績連動型の株式報酬について文書

回答 �  3646
企業版ふるさと納税，認定団体数が大幅増に 

�  3646
令和３年３月決算向け特別企画　税制改正項

目のポイント総チェック②　賃上げ・投資
促進税制（所得拡大促進税制），中小企業
優遇税制 �  3646

〈令和２年度税制改正シリーズ〉連結納税制
度の見直しに伴う租税特別措置法の改正の
ポイント �  3646

欠損金繰戻還付のＷ適用 �  3646
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令和３年３月決算向け特別企画　税制改正項
目のポイント総チェック③　コロナ禍にお
ける役員給与の減額・増額 �  3647

資本金１億円以下の法人と適用除外事業者 �  3647
所得拡大　雇調金の交付決定時に益金算入で

も控除は休業時 �  3648
雇調金の「特例措置」　休業実施年度の益金

算入も �  3648
都時短協力金，交付申請時の収益計上も容認 

�  3648
５Ｇ投資促進税制　設備ごとに特別償却・税

額控除の選択可 �  3648
電子申告義務化の当局の対応方針を取材 �  3649
事前確定　支給時期の変更でも損金算入 OK 

�  3649
コロナ FAQ 更新　雇調金の収益時期の取扱

い示す �  3649
企業版ふるさと納税での特定の団体への寄附

の取扱い示す �  3649
国税庁　グループ通算制度の残りの通達趣旨

説明を公表 �  3649
令和３年３月決算向け特別企画　税制改正項

目のポイント総チェック④　研究開発税
制・大企業に係る税額控除制度の適用除外
措置 �  3649

Q&A でわかる電子申告の義務化対応ファイ
ナルチェック �  3649

電子申告義務化での当初申告要件 �  3649
令和３年３月決算向け特別企画　税制改正項

目のポイント総チェック⑤　交際費等，寄
附金 �  3650

助成金の受領と消費税の返還 �  3650
賃上げ等税制が「人材確保等促進税制」へ �  3651
令和３年度改正に係る法人税の別表省令が公

布 �  3651
国庫補助金等　圧縮記帳と同一事業年度に収

益計上可能 �  3651
名古屋局　応援事業の交付金の計上時期示す 

�  3651
税務調査を乗り切るポイント⑦　関係会社間

取引（寄附金） �  3651
法人設立届出と添付書類 �  3651
試験研究費の見直し等で研究開発税制の適用

対象が拡大 �  3652

税理士損害賠償事故例と予防対策ケース・ス
タディ［ファイル№141］　e-Tax による青
色申告の承認申請書提出漏れのケース �  3652

カーポートの耐用年数の短縮 �  3652
法律上の貸倒れと公示送達 �  3652
国税庁　令和２年度改正に係る法人税基本通

達等の趣旨説明公表 �  3653
令和３年３月決算法人のための設例による法

人税申告書別表の作成のしかた① �  3653
申告期限の１か月延長と個別延長 �  3653
低解約返戻保険の所得税見直しが法人税に影

響 �  3654
中小企業投資促進税制　指定事業が拡大 �  3654
令和３年３月決算法人のための設例による法

人税申告書別表の作成のしかた② �  3654
タックスフントウ（奮闘）◯�　接待を受ける

ための費用　⇒法人税 �  3654
短期前払費用　契約上の支払方法は問わず �  3655
みなし寄附金　仮装等した申告漏れ所得は対

象外 �  3655
令和３年３月決算法人のための設例による法

人税申告書別表の作成のしかた③ �  3655
NTT 東西の ISDN 廃止に伴う移行費用は一

時の損金 �  3656
Ｒ３改正　過年度の試験研究費の再計算が必

要に �  3656
中小企業投資促進税制　広告業は従来から指

定事業 �  3656
経産省　人材確保等促進税制の Q&A 等を公

表 �  3657
国税庁　法人向け節税保険通達の趣旨説明を

公表 �  3657
業績連動型の退職給与と損金算入 �  3657
DX 税制等の前提となる改正産業競争力強化

法が成立 �  3658
準備金積立てで M&A 実施年度に税負担の

軽減が可能に �  3658
「グループ通算制度に関する取扱通達の制定

について」（法令解釈通達）の解説【１】
（令和２年９月30日付課法２－33ほか２課
共同） �  3658

税務調査を乗り切るポイント⑧　評価損と除
却損 �  3658

国税庁　元年度分「会社標本調査」の調査結
果を公表 �  3659
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税理士実務 Q&A セカンドオピニオン⑬　法
人税・所得税　代表取締役の契約解除によ
る対価の所得区分等 �  3659

「グループ通算制度に関する取扱通達の制定
について」（法令解釈通達）の解説【２】

（令和２年９月30日付課法２－33ほか２課
共同） �  3659

グループ通算制度と５年縛り �  3659
業務上必要な PCR 検査費用は寄附金・交際

費等にならず �  3660
「グループ通算制度に関する取扱通達の制定

について」（法令解釈通達）の解説【３】
（令和２年９月30日付課法２－33ほか２課
共同） �  3660

みなし寄附金と公益認定 �  3660

国 際 課 税

うちの経理部は海外取引に弱いんです！⑦　
初めての輸出⑵…外国で転ばぬ先の資料と
記録 �  3637

国税庁　過大支払利子税制等に係る通達趣旨
説明公表 �  3638

税務の英語・基礎の基礎㉙　所得税の計算，
miscellaneous income（雑所得） �  3639

うちの経理部は海外取引に弱いんです！⑧　
海外取引調査と資料情報⑴…１人は皆のた
めに �  3640

国税庁　租税条約等に基づく情報交換事績の
概要を公表 �  3641

外国人管理職・役員などの雇用の際の留意点 
�  3642

税務の英語・基礎の基礎㉚　所得税の計算，
credit for dividends（配当控除） �  3643

COVID-19による海外からの一時退避者の課
税関係と留意点 �  3644

うちの経理部は海外取引に弱いんです！⑨　
海外取引調査と資料情報⑵…海外資産は注
目の的 �  3644

国税庁　コロナ禍の移転価格ガイダンスの仮
訳を公表 �  3645

経産省　デジタル経済下における国際課税研
究会を設置 �  3645

「法人税基本通達等の一部改正について」（法
令解釈通達）の解説【移転価格税制関係】

（令和元年６月28日付課法２－10ほか２課
共同） �  3647

〈令和２年度税制改正シリーズ〉連結納税制
度の見直しに伴う国際課税関係の改正のポ
イント �  3648

税務の英語・基礎の基礎㉛　国際税務，
foreign tax credit（外国税額控除） �  3648

うちの経理部は海外取引に弱いんです！⑩　
駐在員事務所は国際課税の入り口 �  3649

海外資産の税務ケース・スタディ⑨　中国か
らの送金について（個人編） �  3652

税務の英語・基礎の基礎㉜　国際税務，
creditable foreign tax（控除対象外国法人
税） �  3652

うちの経理部は海外取引に弱いんです！⑪　
海外子会社に打ち寄せる波 �  3653

海外資産の税務ケース・スタディ⑩　欧州
（フランス）において相続が発生した場合
の税務上の留意点 �  3656

税務の英語・基礎の基礎㉝　国際税務，
credit limit（控除限度額） �  3656

うちの経理部は海外取引に弱いんです！⑫　
CFC 税制⑴…「あの国の税率は△％」を
簡単に信じない！ �  3657

〈税務通信 REPORT〉Google がクリエイター
へのロイヤリティに源泉徴収 �  3658

税務の英語・基礎の基礎㉞　国際税務，
foreign dividend exemption（国外配当免
税／外国子会社配当益金不算入制度） �  3660

源泉所得税

年調ソフトに不具合② �  3636
〈税務相談〉源泉所得税《出張で従業員等が

受け取る地域共通クーポン》 �  3636
調書の e-Tax 等提出義務化と届出 �  3636
源泉徴収における推計課税の概要 �  3637
国税庁　在宅勤務に係る費用負担等の FAQ

を公表 �  3639
東京局　コロナ禍の永年勤続記念旅行券支給

の取扱い示す �  3639
コロナの影響で源泉徴収漏れが多発 �  3640
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タックスフントウ（奮闘）◯�　従業員の健康
診断費用　⇒所得税，法人税 �  3640

不納付加算税と偶発的納付遅延 �  3640
通勤手当　出社回数に応じた按分計算は不要 

�  3641
基礎控除申告書等と不納付加算税 �  3641
奨学金　４月スタートの新代理返還は給与課

税されず �  3643
実例から学ぶ税務の核心�　在宅勤務に係る

費用負担等に関する FAQ（源泉所得税関
係） �  3645

来年１月から支払調書等のクラウド提出が可
能に �  3646

コロナ感染多発地域への出張で見舞金が非課
税も �  3646

〈税務相談〉源泉所得税《コロナ禍で検定試
験を辞退した社員への源泉徴収の要否》 �  3647

タックスフントウ（奮闘）◯�　退職後に支給
される賞与　⇒所得税，法人税 �  3649

ワーケーション旅費，休暇目的は給与課税 �  3650
在宅勤務下の残業食事代も実費精算であれば

非課税 �  3651
税理士実務 Q&A セカンドオピニオン⑫　所

得税・消費税　テレワーク導入に伴う通勤
手当の所得税及び消費税の取扱い �  3651

国税庁　在宅勤務に係る費用負担等の FAQ
を更新 �  3653

退職所得　短期間での退職は税制の恩恵を一
部制限 �  3653

４月１日から条約届出書等の電子提出が可能 
�  3653

従業員への表彰金と所得区分 �  3654
観光庁　ワーケーションに係る Q&A 更新 �  3655
国税庁　条約届出書等の電子化の FAQ を公

表 �  3655
業務に必要な感染対策費用の支給は給与とな

らず �  3657
自己株式取得のみなし配当の源泉　供託の際

の納期限示す �  3657
ワーケーション旅費等と按分計算 �  3657

〈税務相談〉源泉所得税《２か所からの出勤
に支給する通勤手当》 �  3658

オンライン講座の受講料と源泉所得税 �  3658
改正退職所得①　役員昇進者の調整計算 �  3659

改正退職所得②　２社以上同時退職の調整計
算 �  3660

所　得　税

国税庁　配偶者居住権に関する取得費計算明
細書の記載例公表 �  3636

ポイント投資の所得計算 �  3636
暗号資産取引の課税時期 �  3636

〈令和２年度税制改正シリーズ〉所得税法の
改正のポイント �  3637

〈令和２年度税制改正シリーズ〉租税特別措
置法等（所得税関係）の改正のポイント �  3637

民泊の損失と損益通算 �  3637
国税庁　２年分確定申告の留意点を公表 �  3638
国税庁　新型コロナ FAQ を更新 �  3638
令和３年度税制改正のポイント⑤　個人所得

課税 �  3638
医療費控除　Ｒ２年分から明細書が必須に �  3639
上場株式等の譲渡損失の繰越控除 �  3639
確定申告期限の取扱いを麻生財務大臣が国会

答弁 �  3640
イベント中止に係る寄附金控除と添付書類 �  3640
確定申告期限　全国一律で４月15日まで延長 

�  3641
国税庁　申告期限の一律延長に伴いコロナ

FAQ を更新 �  3641
不動産・株式等の譲渡所得に関する令和２年

分確定申告のチェックポイント �  3641
実例から学ぶ税務の核心�　青色申告特別控

除 �  3641
国税庁　会場での申告相談を希望する場合は

早期の来場を �  3642
税理士実務 Q&A セカンドオピニオン⑪　資

産税　事業廃止後の店舗兼住宅の譲渡に係
る居住用財産の3,000万円特別控除の適用 �  3642

セルフメディケーション税制の明細書 �  3642
期限一律延長と準確定・更正の請求 �  3643
タックスフントウ（奮闘）◯�　株式等の配当

所得等に対する課税方式の選択　⇒所得
税，住民税 �  3644

申告期限一律延長とダイレクト納付 �  3644
国税庁　コロナ FAQ を更新 �  3646
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税理士損害賠償事故例と予防対策ケース・ス
タディ［ファイル№139］　居住用財産譲渡
と住宅ローン控除のケース �  3646

物件の時間貸しと所得区分 �  3646
低解約返戻金型保険の所得税の取扱い変更を

検討 �  3647
固定資産の交換特例と合意価額 �  3647
税理士損害賠償事故例と予防対策ケース・ス

タディ［ファイル№140］　住宅ローン控除
適用時の選択ミスのケース �  3649

申告所得税の振替日と延納期限 �  3649
国税庁　キャリード・インタレストの取扱い

を公表 �  3650
介護保険金　被保険者以外の受取りに課税リ

スク �  3651
中途退任した役員に支給する賞与 �  3651
国税庁　低解約返戻金型保険等の取扱い変更

をパブコメ �  3653
社債利子等を活用した節税策さらなる規制へ 

�  3653
ベビーシッター助成金と非課税所得 �  3655
住宅ローン控除の特例は「契約時期」に留意 

�  3656
来年度改正に向け金融所得課税の一体化を議

論 �  3658
国税庁　低解約返戻保険等の改正所得税通達

を公表 �  3660
国税庁　Ｈ27以前の公社債に係る取扱いを変

更 �  3660
国税庁　令和２年分の所得税等の確定申告状

況を公表 �  3660

消　費　税

立替金取引とインボイス �  3636
民泊用建物　居住用賃貸建物に該当するも調

整規定の対象 �  3637
これからの消費税実務の道しるべ㊿　令和２

年度改正⑷～居住用賃貸建物 Q&A ①～　
改正編 �  3637

財務省　総額表示義務の情報を公表 �  3638
消費税転嫁対策法の失効後の対応 Q&A を公

表 �  3638

〈税務相談〉消費税《民泊事業で契約期間が
１か月以上になるものは住宅の貸付けとし
て非課税となるか》 �  3638

居住用賃貸建物と３年以内の転用等 �  3638
事業者が総額表示を行う上で留意すべき点 �  3639
関係者インタビュー　電子インボイスの現状

と方向性①～IT 総合戦略室と EIPA が電
子インボイスを普及へ～ �  3640

これからの消費税実務の道しるべ�　令和２
年度改正⑸～居住用賃貸建物 Q&A ②～　
改正編 �  3641

免税店協会が免税販売のガイドラインを公表 
�  3642

〈税務相談〉消費税《社会福祉法人が収受す
る寄附金に係る控除税額の調整の要否等》 �  3642

消費税の申告期限延長　PDF により e-Tax
で届出 OK �  3643

居住用賃貸建物の仕入れと社宅 �  3643
関係者インタビュー　電子インボイスの現状

と方向性②～標準仕様に対応表明の企業
も，Peppol 対応のポイントは～ �  3644

これからの消費税実務の道しるべ�　令和２
年度改正⑹～居住用賃貸建物 Q&A ③～　
改正編 �  3645

〈税務相談〉消費税《出資株主がその全株式
を他の者に譲渡した後に株式を譲り受けた
株主が100％出資で設立した法人の特定新
規設立法人該当の有無》 �  3646

消費税の申告期限延長の特例，提出期限迫る 
�  3647

関係者インタビュー　電子インボイスの現状
と方向性③～「紙」の請求書を電子インボ
イス対応？受領側での「電子化」とは～ �  3647

内閣官房担当官に聞く 消費税転嫁対策特別
措置法が果たした役割と今後の対応 �  3648

これからの消費税実務の道しるべ�　総額表
示義務　要点編 �  3648

カタログの「総額表示」の対応 �  3648
Ｒ３年度　消費税不正還付の “専門部隊” が

発足 �  3649
インボイスの税額計算　選択可能な組合せは

７パターン �  3650
財務省担当官に聞く　インボイス制度の疑問

点②～インボイスの記載事項，交付・保存
義務等～ �  3650
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関係者インタビュー　電子インボイスの現状
と方向性④～インボイスを見据えた「電子
レシート」の対応は～ �  3651

〈税務相談〉消費税《相続により課税事業者
となる相続人が相続した課税期間中に死亡
した場合の簡易課税制度選択届出書の提出
期限》 �  3651

政府　インボイス導入に向け関係府省庁会議
を開催 �  3652

電子取引制度改正後の仕入税額控除の取扱い
を確認 �  3653

電帳法改正でインボイスの電子保存要件が緩
和① �  3654

免税販売手続の電子化，経過措置の期限迫る 
�  3654

〈税務相談〉消費税《日本法人が商品を中国
に輸出し中国で販売する場合の課税関係》 �  3654

電帳法改正でインボイスの電子保存要件が緩
和② �  3655

賃料遅延損害金の課税関係は実態で判断 �  3655
IT 総合戦略室担当官に聞く　電子インボイ

スの標準仕様の大枠が判明～売掛金の消込
など会計処理の自動化が実現～ �  3655

これからの消費税実務の道しるべ�　令和３
年度税制改正①～課税売上割合に準ずる割
合①～　改正編 �  3655

国税庁　インボイス特設サイトをリニューア
ル �  3656

改正電子取引制度下の仕入税額控除の疑問点
を確認 �  3658

非居住者・外国法人に対する役務提供に係る
消費税について �  3658

改正電子取引制度下の仕入税額控除の疑問点
② �  3659

〈税務相談〉消費税《米軍基地内の国内事業
者である小売業者に対する役務の提供の課
税関係》 �  3659

電子取引制度と仕入税額控除 �  3659
コロナ FAQ　ワクチン接種の委託料は課税

対象 �  3660
「電子インボイス」で変わるバックオフィス

業務 �  3660
保険契約の名義変更に係る消費税 �  3660

印　紙　税

〈税務相談〉印紙税《新型コロナウイルスの
影響を受けた事業者が作成する契約書等の
取扱い》 �  3639

〈税務相談〉印紙税《「単価」を取り決める文
書の取扱い》 �  3653

相　続　税

令和２年７月～12月分の路線価補正の対応方
針 �  3636

税理士のための配偶者居住権の実務ポイント
①　配偶者居住権の法的性質等 �  3638

国税庁が初の路線価補正を決定 �  3640
国税庁　令和２年７月豪雨に係る「調整率」

を公表 �  3640
税理士のための配偶者居住権の実務ポイント

②　配偶者居住権等の評価（その１） �  3642
小規模宅地等の特例の実務⑩　配偶者居住権

との関係 �  3643
税理士のための一般財産評価入門⑳　相続開

始後に滅失した財産の取扱い �  3644
小規模宅地特例　貸付事業用宅地等の経過措

置が終了 �  3647
Ｒ３年度改正　国外財産に対する相続税課税

緩和へ �  3647
税理士のための配偶者居住権の実務ポイント

③　配偶者居住権等の評価（その２） �  3647
税理士のための配偶者居住権の実務ポイント

④　配偶者居住権等の評価（その３） �  3651
国税庁　Ｒ２年10月～12月分も路線価を補正 

�  3652
国税庁　電話加入権等の相続税評価見直しで

パブコメ �  3652
〈税務相談〉資産税《直前期末より課税時期

に近い直後期末に従業員退職金の支払が予
定されていた会社の株式の評価》 �  3652

実例から学ぶ税務の核心�　不動産評価にお
ける総則６項の適用（その１） �  3653

税理士のための配偶者居住権の実務ポイント
⑤（最終回）配偶者居住権の消滅等 �  3654

税理士のための一般財産評価入門㉑　特定非
常災害で被害を受けた財産の評価 �  3655
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低解約返戻保険契約の相続税評価は解約返戻
金の額 �  3656

実例から学ぶ税務の核心�　不動産評価にお
ける総則６項の適用（その２） �  3658

地積規模の大きな宅地の評価と市街地農地 �  3658
国税庁　電話加入権等の相続税評価の改正通

達を公表 �  3660

贈　与　税

令和３年度税制改正のポイント⑥　資産課税 
�  3639

資金援助による住宅の取得 �  3645
国税庁　教育資金一括贈与の非課税措置

Q&A 改訂 �  3652
国税庁　結婚・子育て資金一括贈与非課税措

置 Q&A 改訂 �  3654
タックスフントウ（奮闘）◯�　生前中に相続

人口座へ送金された金銭の取扱い　⇒相続
税，贈与税 �  3657

税務調査・通則法・税務コンプライアンス等

緊急事態宣言対象地域の税務調査は抑制的に 
�  3638

国税庁　納税猶予の特例の適用状況（R2.4～
11）を公表 �  3639

国税庁担当官に聞く「特例猶予制度」終了後
の国税庁の対応 �  3639

国税庁　納税猶予の特例終了で FAQ を更新 
�  3641

押印廃止　令和２年分確定申告にも影響 �  3641
国税庁　納税猶予の特例の適用状況（R2.4～

12）を公表 �  3641
申告期限延長が新規調査にも影響 �  3642

「情報照会手続」の運用体制が明らかに �  3645
国税庁　納税猶予の特例の適用状況（R2.4～

R3.1）を公表 �  3645
キャッシュレス納付の推進で意見交換 �  3648
コロナ FAQ 更新　申告期限の個別延長の取

扱いを変更 �  3650
自主点検と申告書確認表 �  3650
国税庁　預貯金等の照会業務のデジタル化を

全国展開 �  3652

国税庁　地域の感染状況等に応じて新規調査
を実施 �  3652

国税庁　納税猶予の特例の適用状況（R2.4～
R3.3）を公表 �  3652

Q&A でわかる新型コロナ「特例猶予」の活
用後の対応方法 �  3652

国税庁　本年７月から内部事務のセンター化
を実施 �  3653

税務署に提出する書類への押印の見直し �  3653
税務署の「上位富裕層」の取組みが全国展開 

�  3655
実印の押印と二段の推定 �  3655
郵送による申告書提出先の変更 �  3656
大法人調査，国税当局側もリモート環境整備

を検討 �  3659
国税庁　２年度の査察の概要を公表 �  3659

地　方　税

Ｒ３年給与支払報告書，例年より前倒しの提
出を �  3636

令和３年度税制改正のポイント⑦　地方税関
係 �  3640

政府　地方税法等の一部改正法案を国会提出 
�  3641

地方税の徴収猶予，eLTAX でも申請可能に 
�  3641

〈令和２年度税制改正シリーズ〉地方税関係
の改正のポイント �  3641

地方税の猶予特例と宥恕規定 �  3641
中企庁　コロナ固資税特例 Q&A で修正事項

を追記 �  3643
法人事業税　R3.3月期から売電収入も所得割

等の対象 �  3644
利子割・配当割等の電子化，今年10月から開

始 �  3648
現代税務・会計ニュースのキーワード�　太

陽光発電と事業税（収入割） �  3648
地方税における納税管理人 �  3648
個人住民税の特別徴収税額通知が電子化 �  3656
地方税務システム標準化と地方税実務への影

響 �  3656
固定資産税評価額と評価替え �  3656
令和３年４月１日以後適用の全国法人住民税

率等を調査 �  3659
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中企庁　先端設備等導入制度の移管で Q&A
公表 �  3659

その他関係法令（登録免許税・電子帳簿等）

国外財産調書　改正通達・改訂 FAQ を公表 
�  3636

令和３年度税制改正のポイント④　電子帳簿
等保存制度関係 �  3637

国税庁　元年分の国外財産調書の提出状況を
公表 �  3641

改正電帳法　現行要件と新要件の適用関係が
判明 �  3644

改正電子取引情報保存制度　実質，全ての事
業者に影響も �  3645

令和３年度の電子帳簿保存法の改正について 
�  3646

JIIMA　電子取引・電子書類の要件認証制度
を開始 �  3650

電子取引と事務処理規程 �  3653
e-Tax による PDF データ提出 �  3654
デジタル対応に必須　電子帳簿保存とスキャ

ナ保存の認証制度のすべて �  3656
７月から電子納税証明書が PDF で取得可 �  3658
編集部特別企画　平井デジタル改革担当大臣

室長　浅岡参事官に聞くデジタル庁が行
政・企業・税理士にもたらす変革とは？ �  3659

改正電子取引制度　宥恕規定の対象は限定的 
�  3660

「規制改革実施計画」で電子申告義務化の範
囲拡大等に言及 �  3660

裁判・裁決

東京地裁　自販機スキームを巡る事件で国勝
訴 �  3637

元国税審判官が厳選セレクト　実務家が知っ
ておくべき「最新 未公表裁決」㉓　所得
拡大促進税制の適用を否定した原処分が取
り消された事例 �  3640

最高裁　3/11に剰余金の配当を巡る事件で判
決 �  3645

最高裁　剰余金の配当を巡る事件で判決 �  3646
詳報　最高裁が配当プロラタ計算規定を違法

と指摘 �  3647

審査事例　税関告知書記載の誤った価格に基
づく消費税等の賦課決定処分を取り消した
事例 �  3647

東京地裁　TH 税制の適用を巡る事件で国勝
訴 �  3647

元国税審判官が厳選セレクト　実務家が知っ
ておくべき「最新 未公表裁決」㉔　遺留
分減殺請求に基づく価額弁償金について，
相続税法基本通達11の２－10但書⑵を適用
して取得財産の価額を算定し，更正処分

（原処分）が取り消された事案 �  3647
東京地裁　CFC 税制の適用を巡る事件で国

勝訴 �  3648
審判所　令和２年７月～９月分の裁決６事例

を公表 �  3648
東京高裁　製薬会社の現物出資を巡る事件で

国敗訴 �  3651
東京地裁　CFC 税制を巡りキャラクター会

社敗訴 �  3651
東京高裁　製薬会社の現物出資を巡り国敗訴 

�  3652
東京高裁　中古不動産の消費税用途区分を巡

り控訴棄却 �  3652
東京高裁　中古住宅物件の課税仕入れ区分で

原審維持 �  3653
東京地裁　中古資産の耐用年数を巡る事件で

国勝訴 �  3654
大手製薬会社の現物出資を巡る事件が確定 �  3654
元国税審判官が厳選セレクト　実務家が知っ

ておくべき「最新 未公表裁決」㉕　「実質
的オーナー」とされる元代表取締役に支
払った退職慰労金の損金算入を認めた事例 
�  3655

東京高裁　売上原価の範囲を巡る事件で国勝
訴 �  3656

東京高裁　評価通達６項の適用を巡り国勝訴 
�  3657

元国税審判官が厳選セレクト　実務家が知っ
ておくべき「最新 未公表裁決」㉖　残余
利益分割法で国外関連者の基本的利益算定
に用いた比較対象企業の全てに比較可能性
がないとして取り消した事案 �  3657
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元国税審判官が厳選セレクト　実務家が知っ
ておくべき「最新 未公表裁決」㉗　調査
官の「○○の取引について確認させていた
だきたい」という連絡をきっかけになされ
た源泉所得税等の納税が，納税告知を予知
してされたものには該当しないとされた事
例 �  3658

審判所　令和２年10～12月分の６事例を公表 
�  3659

最高裁　更正の請求の特則等を巡る事件で判
決 �  3660

会計基準等

新人経理マン・金児浩平の注釈書�　「なぜ
株価が上がる？」 �  3639

新人経理マン・金児浩平の注釈書�　「天網
恢恢？」 �  3643

令和３年３月期決算における税効果会計の実
務 �  3648

新人経理マン・金児浩平の注釈書�　「別の
使い道」 �  3648

実例から学ぶ税務の核心�　収益認識会計基
準対応と税務申告調整 �  3650

新人経理マン・金児浩平の注釈書�　「いく
らで売れる？」 �  3656

新人経理マン・金児浩平の注釈書�　「消え
てしまうの？」 �  3660

税制改正法案全般・その他の実務

実例から学ぶ税務の核心�［特別編］　令和
３年度税制改正を語る �  3636

政府　Ｒ３年度税制改正の大綱を閣議決定 �  3636
政府　所得税法等の一部改正法案を閣議決定 

�  3640
通常国会でＲ３税制改正法案が審議入り �  3642
編集長が聞く !　甘利明・自民党税制調査会

会長インタビュー �  3643
Ｒ３税制改正法案が衆院通過 �  3645
令和３年度税制改正法案が年度内に成立・公

布 �  3649
政府税調　第５回専門家会合を開催 �  3659
国税庁　「税務行政の将来像」を改定 �  3659

税法以外の関係法令（会社法・民法等）

中企庁　事業を再構築する企業に最大１億円
の補助 �  3642

IT 導入補助金2021　４月７日に申請開始 �  3648
事業再構築補助金　４月15日申請受付開始 �  3650

マイナンバー関係

政府　マイナンバー関連の工程表を示す �  3637
政府　デジタル改革関連法案を閣議決定 �  3642
マイナンバーカードの申請・取得 �  3642
国会に提出されたデジタル改革関連法案の概

要 �  3643
デジタル改革関連法が成立 �  3654

その他全般

可部哲生　国税庁長官新春インタビュー 
《「新しい生活様式」の下で適正・公平な調
査・徴収の実施に努める》 �  3636

税務署等における新型コロナ感染者等の状況
を公表 �  3636

税務署等における新型コロナ感染者等の状況
を公表 �  3637

日本橋署長　東京税理士会日本橋支部・女性
部会を対象に講演 �  3637

東京上野署　納税表彰者等に表彰状等を贈呈 
�  3637

おしえて　編集部のはなし　１月編 �  3637
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3638
渋谷署　中学生らが「一日税務署長」に就任 

�  3638
板橋署・小石川署　一日税務署長イベント開

催 �  3638
freee 社　電子申告アプリのオンライン発表

会開催 �  3639
東京羽田ヴィッキーズの選手らがスマホ申告

を体験 �  3639
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3639
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3640
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税務署等における新型コロナ感染者の状況を
公表 �  3641

佐々木健介・北斗晶夫妻がスマホ申告を PR �  3641
おしえて！ 編集部のはなし　２月編 �  3641
プロゴルファーの松田鈴英選手が彦根市で

e-Tax を PR �  3642
税務署における新型コロナ感染者の状況を公

表 �  3642
浅草署　小島よしおさんがスマホ申告 PR �  3642
税務署における新型コロナ感染者の状況を公

表 �  3643
高橋英樹夫妻が確定申告体験 �  3643
税務署における新型コロナ感染者の状況を公

表 �  3644
税務署における新型コロナ感染者の状況を公

表 �  3645
おしえて！ 編集部のはなし　最終回 �  3645
小石川署　東京武蔵野ユナイテッド FC が街

頭広報 �  3646
税務署における新型コロナ感染者の状況を公

表 �  3646
税務署における新型コロナ感染者の状況を公

表 �  3647
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3648
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3649
日税連・日司連　事業承継連携協定を締結 �  3649
国税庁　組織理念を20年ぶりに策定 �  3650
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3650
人事異動（国税庁）〔令和３年３月31日・４

月１日発令〕 �  3650
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3651
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3652
税務署等における新型コロナ感染者の状況を

公表 �  3653
東京局　キャッシュレス納付推進宣言を実施 

�  3656
国税庁　全国国税局課税部長会議を開催 �  3658
国税庁　全国国税局徴収部長会議を開催 �  3658
国税庁　全国国税局調査査察部長会議を開催 

�  3658

全法連　青年部会・女性部会　新会長就任 �  3658
社会的システム・デジタル化研究会が年末調

整について提言 �  3658
人事異動（国税庁）〔令和３年６月22日発令〕 

�  3660

資　　　料

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和２年12
月15日更新，令和３年１月13日更新分） �  3638

在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQ
（源泉所得税関係）（令和３年１月） �  3639

所得税法等の一部を改正する法律案要綱 �  3640
国税における新型コロナウイルス感染症拡大

防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年２
月２日，３日更新分） �  3641

地方税法等の一部を改正する法律案要綱（抄） 
�  3643

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年２
月26日更新分） �  3645

特別資料　令和３年度税制改正 主要改正項
目の適用開始時期一覧 �  3646

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年３
月５日更新分） �  3646

所得税法施行令の一部を改正する政令要綱
（政令第113号） �  3649

法人税法施行令の一部を改正する政令要綱
（政令第114号） �  3649

相続税法施行令の一部を改正する政令要綱
（政令第115号） �  3649

消費税法施行令等の一部を改正する政令要綱
（政令第116号） �  3649

国税通則法施行令の一部を改正する政令要綱
（政令第117号） �  3649

国税徴収法施行令の一部を改正する政令要綱
（政令第118号） �  3649

租税特別措置法施行令等の一部を改正する政
令要綱（政令第119号） �  3649
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災害被害者に対する租税の減免，徴収猶予等
に関する法律の施行に関する政令の一部を
改正する政令要綱（政令第120号） �  3649

内国税の適正な課税の確保を図るための国外
送金等に係る調書の提出等に関する法律施
行令の一部を改正する政令要綱（政令第
123号） �  3649

租税特別措置の適用状況の透明化等に関する
法律施行令の一部を改正する政令要綱（政
令第124号） �  3649

復興特別所得税に関する政令の一部を改正す
る政令要綱（政令第126号） �  3649

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応す
るための国税関係法律の臨時特例に関する
法律施行令の一部を改正する政令要綱（政
令第127号） �  3649

電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿
書類の保存方法等の特例に関する法律施行
令要綱（政令第128号） �  3649

法人税法施行令等の一部を改正する政令の一
部を改正する政令要綱（政令第130号） �  3649

地方税法施行令等の一部を改正する政令要綱
（政令第107号） �  3649

地方税法施行令の一部を改正する政令要綱
（政令第108号） �  3649

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年３
月26日更新分） �  3649

所得税法施行規則の一部を改正する省令要旨
（財務省令第15号） �  3650

法人税法施行規則の一部を改正する省令要旨
（財務省令第16号） �  3650

相続税法施行規則の一部を改正する省令要旨
（財務省令第17号） �  3650

消費税法施行規則等の一部を改正する省令要
旨（財務省令第18号） �  3650

国税通則法施行規則の一部を改正する省令要
旨（財務省令第19号） �  3650

国税徴収法施行規則の一部を改正する省令要
旨（財務省令第20号） �  3650

租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令要旨（財務省令第21号） �  3650

税理士法施行規則の一部を改正する省令要旨
（財務省令第22号） �  3650

内国税の適正な課税の確保を図るための国外
送金等に係る調書の提出等に関する法律施
行規則の一部を改正する省令要旨（財務省
令第24号） �  3650

電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿
書類の保存方法等の特例に関する法律施行
規則の一部を改正する省令要旨（財務省令
第25号） �  3650

租税特別措置の適用状況の透明化等に関する
法律施行規則の一部を改正する省令要旨

（財務省令第26号） �  3650
復興特別所得税に関する省令の一部を改正す

る省令要旨（財務省令第28号） �  3650
新型コロナウイルス感染症等の影響に対応す

るための国税関係法律の臨時特例に関する
法律施行規則の一部を改正する省令要旨

（財務省令第29号） �  3650
国税関係法令に係る情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する省令の一部を改正す
る省令要旨（財務省令第32号） �  3650

法人税法施行規則等の一部を改正する省令の
一部を改正する省令要旨（財務省令第33
号） �  3650

外国居住者等の所得に対する相互主義による
所得税等の非課税等に関する法律施行規則
の一部を改正する省令要旨（総務省・財務
省令第２号） �  3650

租税条約等の実施に伴う所得税法，法人税法
及び地方税法の特例等に関する法律の施行
に関する省令の一部を改正する省令要旨

（総務省・財務省令第３号） �  3650
地方税法施行規則等の一部を改正する省令
（総務省令第34号）の概要 �  3650

地方税法施行規則の一部を改正する省令（総
務省令第35号）の概要 �  3650

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年４
月６日更新分） �  3650

３月決算法人のための指定寄附金一覧（令和
２年４月１日～３年３月31日） �  3652
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「所得税基本通達の制定について」（法令解釈
通達）の一部改正（案）（保険契約等に関
する権利の評価）に対する意見公募手続の
実施について（抄）（国税庁・令和３年４
月28日） �  3653

在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQ
（源泉所得税関係）（令和３年４月更新分） �  3653

〈決定版〉業種別・資本金階級別にみる役員
賞与・役員給与の額一覧 �  3657

在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQ
（源泉所得税関係）（令和３年５月31日更新
分） �  3657

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年５
月31日更新分） �  3657

令和３年４月１日以後開始事業年度に適用さ
れる全国都市法人住民税率・事業税率一覧 
�  3659

国税における新型コロナウイルス感染症拡大
防止への対応と申告や納税などの当面の税
務上の取扱いに関する FAQ（令和３年６
月22日更新分） �  3660

国税庁HP通達情報

2020年12月分 �  3636
2021年１月分 �  3640
2021年２月分 �  3644
2021年３月分 �  3649
2021年４月分 �  3653
2021年５月分 �  3657

判 決 速 報

令和２年７月～９月分 �  3641
令和２年10月～12月分 �  3654

類似業種比準価額株価表

令和２年９～12月分 �  3642


